
第６ 遺骨帰還等慰霊事業について

（１）遺骨帰還

ア 南方地域等における戦没者の遺骨帰還

平成２３年度においては、これまでの間に寄せられた残存遺骨情報に基づ

き、民間団体の協力を得ながら、８地域（フィリピン、東部ニューギニア、

ビスマーク・ソロモン諸島、インドネシア、パラオ、インド、モンゴル（ノ

モンハン）沖縄・硫黄島）において実施するほか、確度の高い情報等が得ら

れた場合には、緊急的な派遣を行うこととしている。

◎ 海外未送還遺骨の情報収集事業

戦後６０数年を経過し、遺骨情報も減少し、遺骨帰還が困難な状況に

なりつつあるため、平成１８年度からフィリピン、東部ニューギニア、

ビスマーク・ソロモン諸島及びインドネシアにおいて未送還遺骨の情報

収集事業を実施している。

なお、フィリピンについては、一部に比人の遺骨が含まれているので

はという指摘を受け、受託団体による現地での遺骨収容事業を中断して

おり、事実関係の確認を含め検証を進めているところである。この検証

の結果、改善すべきところがあれば改善を行った上で事業を再開するこ

ととしている。

◎ 硫黄島における状況

硫黄島からの遺骨帰還については、政府一体となって取り組むため、

菅内閣総理大臣の指示により、平成２２年８月１０日付けで「硫黄島か

らの遺骨帰還のための特命チーム」が設置されたところ。平成２２年１

２月の遺骨収容・調査において、米国資料情報に基づく収容場所が集団

埋葬地である可能性が高いことを確認し、平成２２年度には８２２柱の

御遺骨を収容したところ。平成２３年度からは 「平和を祈念するための、

硫黄島特別対策事業」として、硫黄島からの遺骨帰還の取組を強化する

こととしている。



イ ソ連抑留中死亡者の遺骨帰還

平成３年度から実施。平成２２年１２月末までに１７，２９３柱の遺骨を

送還したところである。

、 （ 、 、平成２３年度においては ロシア連邦４地域 ザバイカル地方 沿海地方

アムール州、イルクーツク州）において実施することとしている。

ウ 都道府県に遺族、団体、協力者等から埋葬地など遺骨に関する情報が寄せ

られた場合には、援護企画課外事室に、随時、御連絡願いたい。

（２）慰霊巡拝

ア 南方地域等

旧主要戦域となった地域における遺族を対象として実施しているところで

あり、平成２３年度においては、７地域（フィリピン、東部ニューギニア、

ビスマーク・ソロモン諸島、インドネシア、パラオ、中国、硫黄島）につい

て実施することとしている。

イ 旧ソ連地域

これまで、埋葬場所が特定されている地域を中心に実施してきたが、平成

１５年度からは埋葬場所の特定の有無にかかわらず各地方・州毎に広く遺族

の参加を募っており、平成２３年度においては、ロシア連邦等５地域（ハバ

ロフスク地方、沿海地方、アムール州、グルジア、モンゴル）について実施

することとしている。

ウ 参加遺族の募集

同事業の実施にあたり、都道府県においては、参加遺族の推薦方よろしく

お願いしたい。

なお、参加遺族の募集にあたっては、既に、各都道府県援護主管課宛の事

務連絡により、実施予定地域毎の実施時期、派遣予定人員をお知らせしたと

ころである。ついては、都道府県及び市区町村の広報誌等への掲載等、広く

周知を図っていただくようご協力願いたい。



（３）慰霊碑の建立

ア 戦没者慰霊碑の管理

硫黄島及び海外旧主要戦域１４か所に建立している戦没者慰霊碑について

は、現地の関係機関等と委託契約を締結し、維持管理が適切に行われるよう

努めている。

なお、経年により劣化が見受けられる慰霊碑については、順次、補修を行

っており、平成２３年度においては、ミャンマーの「ビルマ平和記念碑」等

２ヶ所の補修調査を行うこととしている。

イ ソ連抑留中死亡者の小規模慰霊碑

平成１２年度以降、旧ソ連地域において、順次計画的に小規模な慰霊碑を

建立することとしており、平成２３年度においては、２か所に建立する予定

である。



第７ 戦没者遺骨のＤＮＡ鑑定及び遺骨等の伝達について

（１）ＤＮＡ鑑定

平成１１年度から同２１年度までに旧ソ連地域等から遺骨を送還し、当局保

管の死亡者名簿等から推定できる関係遺族約８，３００人に対して 「戦没者遺、

骨のＤＮＡ鑑定のお知らせ」を案内し、約１，６００人から申請があり、平成

２３年１月末までに身元が判明した遺骨７９５柱を順次遺族に返還している。

なお、平成２２年度に帰還した遺骨に係る関係遺族への「戦没者遺骨のＤＮ

Ａ鑑定のお知らせ」は平成２３年度内に送付する予定である。

【参考】

平成１５年３月に取りまとめられた「戦没者遺骨のＤＮＡ鑑定に関する検討

会報告書」を踏まえ、平成１５年度から、遺骨から有効なＤＮＡを抽出できる

こと、埋葬者資料等が残っていることなど一定の条件を満たす場合に、希望す

る遺族に対して国費によりＤＮＡ鑑定を実施している。

［一定の条件］

① 遺骨の身元を推定できる資料（例えば遺留品、埋葬地資料、確度の高い

証言等）から、戦没者及び関係遺族を相当程度推定できること

② 遺族が遺骨の返還及び鑑定の実施を希望し、かつ、鑑定に適している戦

没者の子、父母、兄弟姉妹等から検体が提供されること

③ 遺骨からＤＮＡ鑑定に有効なＤＮＡを抽出することが可能であること

（２）遺骨及び遺留品の伝達

遺骨及び遺留品については、平成３年度以降の旧ソ連抑留中死亡者の遺骨帰

還及びＤＮＡ鑑定の進展に伴い、遺族が居住する都道府県から伝達していただ

いている。

都道府県職員が厚生労働省において遺骨等を受領できるように地方自治法附

則第１０条の規定に基づき各都道府県に対して旧軍関係調査事務等委託費で予



算措置を行っているが、伝達数が複数あること及び日程調整が可能な場合、厚

生労働省職員が都道府県までお持ちするなど、弾力的に対応するので、随時ご

相談願いたい。

なお、都道府県庁において記者発表される場合は、その旨当方でも記者発表

を行うので、遺族への伝達７日前までに事前に連絡願いたい。

（参考）

１ 平成３年度以降の遺骨伝達件数（平成２３年１月末現在）

・旧ソ連 ７９５柱

・モンゴル ３６９柱

・その他の地域 ２５柱

合 計 １，１８９柱

２ 過去５年間の遺留品特定等件数（平成２３年１月末現在）

・受付数 １，０４３件

・特定数 ３５２件



第８ 戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法の一部

を改正する法律案について

１．法案の概要

下記の者に対して戦傷病者等の妻に対する特別給付金を支給するための改

正法案を、本年の通常国会に提出中(平成23年10月１日施行 。）

（１）平成15年４月２日から平成23年４月１日までの間に新たに戦傷病者等

の妻になった者。

（２）平成15年４月１日から平成18年９月30日までの間に戦傷病者等が平病

死（※）した場合の、当該戦傷病者等の妻。

（※）平病死・・・障害年金受給者が障害年金の支給事由（公務上の傷病等）以外の傷病により死亡した場合

２．新たな時効失権防止対策について(運用事項）

今回の改正による新たな支給対象者に対して、国において確認できる事

、 。項をあらかじめ印字した請求書を作成し 個別案内に同封することを予定

【参考：戦傷病者等の妻に対する特別給付金制度】

１．趣旨及び対象者

○ 長年にわたり、障害のある夫の介助、看護や家庭の維持等のための大きな負担に耐えてきた精神的痛苦に対し

て、国として特別の慰藉を行うために支給(昭和41年に制度創設 。）

○ 基準日において、公務上又は勤務に関連して負傷・り病し、障害の状態にあるために増加恩給（恩給法）や障

害年金（援護法）等を受給している戦傷病者等の妻が対象。

２．今回の改正の趣旨

○ これまで10年毎に行われてきた法改正の他に、中間年において、新たに対象者となった者等に対して特別給付

金を支給するための改正を行ってきたところ、平成23年は中間年に当たることから、特別給付金を支給するため

の法改正を行うことが必要。

15(7.5)
万円

5万円

S61 H8 H18 H28H13H3

改正部
分

今回改正
部分

H23

【１０年毎の改正】

【中間年の改正】
(新たな対象者）

平 病 死

60（30）万円
100（50）万円

15(7.5)
万円

5万円

（注）括弧内は、戦傷病者等の障害の程度が軽症であった場合の金額

90（45）万円

15(7.5)
万円

5万円
5万円

5万円

30(15）万円

5万円

S51

10(5）万円

S54S41

5(2.5)
万円

2(1)万円



第９ 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金に係る時効失権防止について

○ 平成２１年４月１日から受付を開始した戦没者の遺族に対する特別弔慰金について
は、請求期間は３年間（平成２４年４月２日まで）。

現 状

依頼事項

○ 平成２３年度は請求期間の最終年度であり、受給権者と思われる遺族で未請求の
者に対し、是非、個別の制度案内を行っていただきたい。

○ 国において、ポスター等を作成し送付するので、都道府県においてご活用いただく
とともに、各都道府県においても、自治体の広報紙等を活用した広報活動について、
なお一層努力していただきたい。

○ 平成２１年７月に厚労省から恩給等の失権者の遺族に個別案内を実施。

平成２１年４月１日 平成２４年４月２日

請 求 期 間 （３年間）

突合失権者リスト 既請求者

受給権が
時効消滅

未請求者へ
制度案内



・ 平成19年度より、援護年金額は、恩給と同様に、公的年金の引上率（物価上昇率等により決定）
を基準に自動改定する仕組み。

・ 仮に公的年金の引上率が「１」以下であれば、援護年金額は据え置き。

※ 平成22年平均の全国消費者物価指数は、対前年比でマイナス0.7%。

第10 平成23年度における援護年金額について

○ 援護年金額は、公的年金の引上率による自動改定

援護年金改定率(イメージ）

年度

１

平成１９年度 ２０年度

０．９６７

０．９７６

２１年度

０．９６７

２２年度

改定率
に応じ
て増額

金額据え置き

・・・・・・

０．９７６

２３年度



第11 援護年金に係る受給権調査等について

１ 受給権調査の実施について

受給権調査は、住民基本台帳ネットワークシステム（以下「住基ネット」とい

う ） の利用により実施しているが、確認ができない住基ネット不参加自治体居。

住者及び外国居住者について、次により実施することとする。

（１）調査の目的

平成２３年４月１日における援護年金受給者等の現況を確認し、援護年金の

支給を適正に行うことを目的とする。

（２）調査の方法

ア 住基ネット不参加自治体居住者については、当該自治体あてに受給者リス

トを送付し、住民票記載事項証明を依頼する。

イ 外国居住者については、在留証明書（または居住証明書）の提出を求める

文書を厚生労働省から受給者あてに直接郵送する(３月下旬発送予定 。）

受給者は、４月２８日までに在留証明書等を厚生労働省に提出する。

（３）その他

受給権調査の実施要領については、３月下旬に都道府県あて通知する。

２ 「援護年金受給者のしおり」の送付時期について

「援護年金受給者のしおり」については、３月下旬に都道府県あて一括送付す

るので、管内の市区町村及び戦傷病者・戦没者遺族相談員への配付方よろしくお

願いする。

なお、受給者に対しては、平成２３年度の「支給通知書」を同封の上、５月下

旬に送付する予定である。



第12 旧陸海軍関係恩給進達事務等について

１ 恩給請求進達事務

旧軍人等からの各種恩給請求については、各都道府県の御協力を得て円滑

に処理されてきているが、現在もなお年間約４００件の請求があり、進達を

行っている。

各都道府県におかれては、これらの請求者がいずれも高齢者であることに

配慮され、一層のきめ細かな対応と迅速な事務処理をお願いしたい。

２ 各種恩給未請求者の請求促進

旧軍人等の中には、恩給受給権を有しているにもかかわらず、請求を行っ

ていない者が少なからずいると考えられる。関係者の高齢化が進んでいるこ

とから、都道府県におかれては、今後とも一層懇切丁寧な対応に努められる

とともに、保管の兵籍、戦時名簿等人事関係資料を精査し、各種恩給権の有

無を確認の上、未請求者に対する請求指導を引き続きお願いしたい。

３ 援護関係映像資料の保管状況調査の実施

当課援護情報管理室では、戦後７０周年に向けて、援護行政に有益な「映

像資料等」について、援護関係人事資料等とともに保存・継承するための検

討を行っている。

その一環として平成２０年度から３か年計画にて各都道府県及び各都道府

県内の図書館・資料館等における映像資料の保管状況等の実態調査を行って

きたところであるが、貴重な資料が発掘されており平成２３年度においても

引き続き調査を実施したいと考えているので、各都道府県の御協力をお願い

したい。



第13 旧令共済組合員に係る履歴証明等について

１ 旧令共済組合員に係る履歴証明事務

旧陸軍軍属にかかる履歴証明事務については一部を除き、都道府県の証明と

されており、日本年金機構からの履歴証明依頼は、今年度も4,000件を超える件

数が見込まれる。

都道府県が行う証明については、当室保管資料を添付のうえ、出来る限り早

期に証明依頼を行うこととするので、当該都道府県におかれては、証明の有無

にかかわらず、依頼を受けてから遅くとも２ヶ月を目途に当室に回答されるよ

うお願いしたい。

また、例年行われている援護法等施行事務研修会を来年度も実施することと

しているが、来年度の研修会においても、履歴証明が困難なケースの履歴作成

について、具体的な事例を用いて詳しく説明することとしている。

なお、厚生年金保険法に係る履歴証明発行依頼について、申請者及び遺族よ

り都道府県に照会があった場合には、最寄りの年金事務所あて申請するよう指

導願いたい。

２ 人事関係資料の照会

（１）陸軍関係

当室に履歴事項について調査を依頼する場合 「陸軍軍歴証明事務関係通知、

集 （昭和５３年３月改刷）７１～７３頁を参照のうえ依頼されたい。」

なお、当室保管の海軍資料の中に「旧陸軍」軍人軍属在籍の記録が含まれ

ている場合もあるので、その場合においては、当室に照会されるよう念のた

め申し添える。

（２）海軍関係

旧海軍人事関係資料について、問い合わせがあった場合には、当室あて直

接照会されるよう指導されたい。



第14 旧ソ連抑留者等の資料調査について

１ 抑留中「死亡者」の資料

（１）旧ソ連抑留中死亡者については、平成３年以降、ロシア側より約４万１千人

の死亡者名簿等の提供を受け、その翻訳名簿を厚生労働省ホームページに掲載

している。

また、提供された資料と日本側資料との照合調査を行い、一昨年までに死亡

者約５万３千人のうち、約３万２千人を特定してきたところである。

（２）昨年、ロシア国立軍事古文書館より約７０万枚の旧ソ連抑留者登録カードを

入手し、日本側資料による未特定の死亡者との照合調査を行っており、これま

でに新たな１，６０３人（平成２３年１月末現在）を特定したところである。

（３）特定できた者については、その遺族に資料の記載内容をお知らせしており、

各都道府県においては、引き続き、当該者の遺族調査等にご協力願いたい。

（４）また、これまで提供を受けた資料では特定できない者がいることから、ロシ

ア側に対し更なる資料調査・提供を要請している。今後、新たな資料を入手し

調査の結果、特定できた場合にはこれまでと同様、遺族調査等にご協力願いた

い。

（参考）旧ソ連抑留中死亡者資料の進捗状況（平成２３年１月末現在）

日本側資料による旧ソ連抑留中死亡者数 約 ５３，０００人

うち 特定された死亡者 約 ３４，０００人

資料未提供等により未特定の者 約 １９，０００人

２ 抑留「帰還者」の資料

抑留帰還者に関する資料については、ロシア政府より約４７万人分、モンゴル

政府より約１万人分の個人資料が提供されており、帰還者本人又はその遺族が希

望する場合には、当該資料を提供することとしているので、各都道府県に問い合

わせがあった場合は、当室あて直接照会するようご案内願いたい。
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